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２ 財政指標 

本市の普通会計（Ｐ３参照）における財政状況を各種財政指標を用い、指定都市と

の比較も交えて分析してみました。 

 

(1)  市債現在高及び公債費の推移 

市債現在高は、平成２０年度の２，７７０億円まで減少が続きましたが、平成２

１年度以降は増加に転じ、平成２４年度では３，１７７億円となっていますが、こ

れには臨時財政対策債残高の９１２億円が含まれているため、それを除く実質的な

地方債残高は平成２３年度の２，３１０億円から２，２６５億円と減少しており、

着実に返済を行っています。 

また、その償還である公債費は、平成１４年度のピーク時には４２４億円と増大

しましたが、その後は減少に転じ、平成２４年度には３３１億円となっています。 
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市債現在高及び公債費の推移

3,072 2,957 2,849
2,722

2,588 2,469 2,374 2,323 2,410 2,367 2,310 2,265

28
92 196

270
325

371
407 447

546 645 743 912

3,100 3,049 3,045 2,992
2,913

2,840
2,781 2,770

2,956 3,012 3,053
3,177

393

424

397

348
338 343

322
313

351

323
331 331

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

（億円）

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

（億円）

地方債現在高 臨時財政対策債 公債費



56 

(2)  将来負担比率及び実質公債費比率の推移 

将来負担比率は、平成２１年度をピークに改善しており、平成２４年度は１２０．

７％で、指定都市２０市中１１番目の数値（平均：１３２．６％）となっています。 

また、実質公債費比率は１１．１％となり、指定都市の中で 10 番目の数値（平

均１１．２％）で、いずれも前年度より改善しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  市民一人当たりの市債現在高、将来負担比率の状況 

市民一人当たりの市債残高は、約４３４千円（H２３：４２１千円）と指定都市

２０市中１５番目の額となっています。 

市民一人当たりの市債現在高、将来負担比率の状況
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（普通会計） 
将来負担比率及び実質公債費比率の推移
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(4)  財政調整基金及び減債基金現在高の推移 

財政調整基金は年々増加していましたが、平成２４年度は、九州北部豪雨災害に

要した経費に 5 億円を取り崩したため１０８億円となり、前年度と比較すると減少

しています。 

減債基金は、近年 7 億円で推移しています。 

財政調整基金及び減債基金現在高の推移
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(5)  市民一人当たりの財政調整基金及び減債基金現在高の状況 

財政調整基金、減債基金現在高の合計１１５億円を市民一人当たりに換算すると、

現在高は１６千円（H２３：１７千円）となり、指定都市２０市中第１０位となっ

ています。 

市民一人当たりの財政調整基金及び減債基金現在高の状況

233
56

8910
14

16161718192021
25

29
31

61

0

10

20

30

40

50

60

70

大
阪
市

仙
台
市

岡
山
市

新
潟
市

北
九
州
市

神
戸
市

浜
松
市

相
模
原
市

さ
い
た
ま
市

静
岡
市

熊
本
市

福
岡
市

名
古
屋
市

札
幌
市

広
島
市

川
崎
市

堺
市

横
浜
市

京
都
市

千
葉
市

（千円）

 



58 

(6)  経常収支比率及び財政力指数の推移 

財政の弾力性を見る経常収支比率は、平成１６年度以降｢三位一体の改革｣による

地方交付税の大幅な減少等の影響を受けて上昇し、更に、リーマンショックの影響

により平成２１年度は、９２．２％となりました。 

その後は、市税及び臨時財政対策債も含めた実質的な地方交付税の増加により改

善傾向で、平成２４年度は８９．１％となりました。 

また、都市の財政力を示す財政力指数は、平成１５年度以降は上昇傾向となって

いましたが、近年は、社会福祉関連経費の増加に伴う基準財政需要額の増加により

低下しており、平成２４年度は０．６６となりました。 

経常収支比率及び財政力指数の推移
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(7)  経常収支比率及び財政力指数の状況 

経常収支比率８９．１％は指定都市２０市中２位であり、財政力指数は０．６６

で最低位となっています。 

経常収支比率及び財政力指数の状況
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【用語解説】 

①  経常収支比率 

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費、 

扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合のことです。 

財政構造の弾力性を判断する指標として用いられ、比率が高いほど、財政構造の硬直化が進んでいること 

をあらわしています。 

②  財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年 

間の平均値によって示されます。 

財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕がある団体とい 

えます。 
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 （8）類似都市との比較 

   指定都市との比較については、前述していますが、ここではもう少し対象を絞

り、近年指定都市となった、相模原市、新潟市、浜松市、堺市、岡山市との比較

を行ってみます。 

 

 ①都市規模等 

熊本市 相模原市 新潟市 浜松市 堺市 岡山市

平成24年4月1日 平成22年4月1日 平成19年4月1日 平成19年4月1日 平成18年4月1日 平成21年4月1日

734,474人 717,544人 811,901人 800,866人 841,966人 709,584人

21.0% 19.4% 23.2% 22.9% 22.6% 21.5%

3.9% 0.6% 3.7% 4.3% 0.5% 2.9%

16.8% 25.4% 22.2% 35.2% 24.7% 21.7%

79.3% 74.0% 74.1% 60.5% 74.8% 75.4%

389.53ｋ㎡ 328.84 ｋ㎡ 726.10 ｋ㎡ 1,558.04 ｋ㎡ 149.99 ｋ㎡ 789.91 ｋ㎡

3,631 億円 11,610 億円 10,190 億円 20,146 億円 32,256 億円 9,061 億円

23,720 億円 13,096 億円 35,720 億円 29,044 億円 17,833 億円 28,394 億円

2,812 億円 2,571 億円 3,577 億円 2,800 億円 3,475 億円 2,623 億円

2,777 億円 2,494 億円 3,533 億円 2,705 億円 3,451 億円 2,559 億円

※人口、65歳以上人口割合、1次～3次産業就業者割合、面積については平成22年国勢調査より

※製造品出荷額は平成22年工業統計より

※商品販売額は平成19年商業統計より 

 3次産業就業者割合

 人　口　

 65歳以上人口割合

 1次産業就業者割合

 2次産業就業者割合

 政令指定都市移行日

 面　積

 製造品出荷額

 普通会計決算額（歳出）

 商品販売額

 普通会計決算額（歳入）

 

 

 ６５歳以上人口を見ると、首都圏にある相模原市を除いた５市は、高齢化割合

で約２１％～２３％とほぼ同じ状況にあるといえます。 

次に、産業人口を見ると、全国有数の農業市である熊本市は第１次産業人口の

割合が３．９％と高く、第２次産業人口の割合が１６．８％と、他の５市と比較

し最低で、これが製造品出荷額にも表れており、４千億円と最も小さいものとな

っています。 

また、年間商品販売額についても新潟市・浜松市・岡山市に及ばず、２．４兆

円にとどまっています。 

   今後、都市の経済活動から生じる税収入を財政の根幹にしなければならないと

いった観点では、熊本市経済の付加価値と生産性を高め、税収入の増加を図る必

要があります。 
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 ②平成２４年度決算状況（普通会計）の比較 

熊本市の地方税の構成比は３３．６％と、他の５市と比較し２番目に小さい状

況となっています。 

 

地方税の構成比の比較
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 また、地方税収入で義務的経費をどこまでまかなえるかという観点からみた場

合、全市とも地方税収入で義務的経費全てをまかなうことはできず、相模原市及

び新潟市、浜松市は人件費と扶助費をまかなうことができるのに対し、熊本市を

含むその他３市では、人件費と扶助費をまかなうことができません。 

 

地方税収入で義務的経費をまかなえるか
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義務的経費のそれぞれの構成比をみても、熊本市の人件費（１７．２％）は、６

市中最も大きく、扶助費（２８．３％）は６市中２番目となっており、公債費（１

１．９％）についても６市中３番目で、義務的経費の構成比の大きさがうかがえま

す。 

 

義務的経費の構成比の比較
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